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 増設処理装置の設置にあたり，以下の３案を検討。

 A案：SARRY複製案

→ 増設処理装置を現行SARRYと同仕様とし，現在の「安全に対する要求事項」

を考慮

 B案：Ａ案 ＋ 品質確保

→ Ａ案に加え，「必要な品質を確保するために要する期間」を考慮

 Ｃ案：Ｂ案 ＋ 廃棄物低減対策

→ Ｂ案に加え，「廃棄物抑制効果を期待した新規吸着材等の採用検討」

を考慮

増設処理装置の設置工程検討
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増設処理装置の設置工程検討（検討結果まとめ）

検 討 項 目 Ａ案
（SARRY複製）

Ｂ案
（Ａ案＋品質確保）

Ｃ案
（Ｂ案＋廃棄物低減）

品
質
管
理
保
証
（
Ｑ
Ｍ
Ｓ
）

調達管理 × ○ ○

社内承認プロセス
（設計レビュー等） × ○ ○

作業安全 ○ ○ ○

検査（品質記録）
×

要求なし
（一般汎用品等も採用可）

○ ○

信頼性向上対策
（メンテナンス性）

×
電源，制御系，動的
機器類の単一設計

○
電源，制御系，動的
機器類の多重設計

○
電源，制御系，動的
機器類の多重設計

廃棄物低減対策
（新吸着材採用） × ×

○
技術・知見を有する

国内外メーカから選定

供用開始迄に要する期間 約7ヶ月 約15ヶ月 約22ヶ月
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 A案は，当時のSARRY設置工程（約5ヶ月）に，現在の作業安全および現場状況を考慮した必要最低限の
工程（+2ヶ月）を反映した案。工程は最も早いが，必要な品質が確保できない。

 B案は，必要な品質を確保するために，SARRYで得られた不具合知見等を設計段階で考慮することで，ト
ラブル等による停止リスクの低減を図る。

 Ｃ案は，増設処理装置の設置と同時期に廃棄物低減対策を実施する案。対策の必要性は高いが，迅速性に
欠ける。



2016年度 2017年度 2018年度

月 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

増
設
処
理
装
置

設計・安全評価

実施計画審査
（社内手続きを含む）

材料手配～組立

現地据付，試運転，
使用前検査

既存機器撤去
（許認可要）

供用開始

実施計画申請書作成・申請（現行SARRYの複製内容にて申請）

実施計画申請書審査（実施計画審査期間を1ヶ月で設定）

撤去

実施計画申請書作成・申請

実施計画申請書審査（実施計画審査期間を1ヶ月で設定）

約 7ヶ月

品質記録がないため機能検査（材料，寸法，工場耐圧等）は考慮せず
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Ａ案： SARRY複製案（設計開始から約7ヶ月後の運用開始）

一般汎用品，海外製機器等の採用も可

【現行SARRY設置工程（約5ヶ月）
+2ヶ月の工程延伸】

・既存機器撤去
既存機器撤去（許認可機器）に
伴う機器据付の遅れ +1ヶ月

・現地据付
作業安全の配慮 +1ヶ月

品質記録がないため溶接検査は考慮せず



2016年度 2017年度 2018年度

月 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

増
設
処
理
装
置

設計・安全評価

実施計画審査
（社内手続きを含む）

材料手配～組立

現地据付，試運転，
使用前検査

既存機器撤去
（許認可要）

供用開始

実施計画申請書作成・申請

実施計画申請書審査
（実施計画審査期間を1ヶ月で設定）

溶接検査申請書作成・申請
（実施計画審査と同時期の申請を設定）

溶接検査は工場立会を考慮せず（記録確認のみ）

撤去

実施計画申請書作成・申請

実施計画申請書審査（実施計画審査期間を1ヶ月で設定）

約 15ヶ月

更なる工期短縮を検討中※

Ｂ案：Ａ案＋品質確保（設計開始から約15ヶ月後の運用開始）
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コールド試験による漏えい確認およびホット試験による
性能確認，溶接・使用前検査を考慮

【Ａ案（約7ヶ月）+8か月の工程延伸】
・設計

信頼性向上対策 +4ヶ月
・材料

品質記録の要求 +3ヶ月
・検査

溶接・使用前検査受検 +1ヶ月

信頼性向上対策を含めた設計，設計レビュー，
安全評価を実施した後に材料を手配

材料確認証明書，計器校正
記録等の品質記録を要求

※資材調達の工夫及び使用前検査終了証の受領期間調整等



2016年度 2017年度 2018年度

月 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

吸
着
塔
・
材

吸着材技術評価
～発注先決定

材料手配～組立

2016年度 2017年度 2018年度

月 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

処
理
装
置
本
体
／
移
送
設
備

設計・安全評価

実施計画審査
（社内手続きを含む）

材料手配～組立

現地据付，試運転，
使用前検査

既存機器撤去
（許認可要）

供用開始

 吸着塔・吸着材については，発注先の決定に約9ヶ月，製作完了に更に約9ヶ月

 装置の供用開始は2018年8月頃を予定（上記と並行して進行）

吸着塔・吸着材仕様を装置側へ設計反映

撤去に係る実施計画審査

耐震設計（建屋・機器），機器設計，安全評価等

撤去

約 2年（22ヶ月）

現場調査

配置検討

Ｃ案：Ｂ案＋廃棄物低減（設計開始から約２年後（22ヶ月）の運用開始）
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試験装置製作，試験，評価



6

Ａ案～Ｃ案について，建屋滞留水放射性物質量（復水器除く）への影響を確認。

建屋滞留⽔放射性物質量の低減予測
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＊１ 循環注水を行っている原子炉建屋以外の建屋の最下階床面露出した状態（建屋滞留水量が約6000m3未満）

建
屋
滞
留
水
放
射
性
物
質
量

×1.0E14（Bq ）

2020年末
約3E13 Bq＊１

現在
約15ヶ月後

約22ヶ月後

B案

C案

約12ヶ月後

約7ヶ月後 A案

建屋滞留⽔浄化配管追設



2016年度 2017年度 2018年度

月 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

建
屋
滞
留
水
浄
化
配
管
追
設

設計・安全評価

実施計画審査
（社内手続きを含む）

材料手配～組立

現地据付，試運転，
使用前検査

供用開始

実施計画申請書作成・申請

参考：建屋滞留水浄化配管追設工程案
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※資材調達の工夫及び使用前検査終了証の受領期間調整等

使用前検査

干渉物撤去

配管・付帯設備設置

盤設置・制御改造・試験

約 12ヶ月

実施計画申請書審査
（実施計画審査期間を1ヶ月で設定）

溶接検査申請書作成・申請
（実施計画審査と同時期の申請を設定）

溶接検査は工場立会を考慮せず（記録確認のみ）


